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〔一次点検評価：公社等の自己点検〕

視点１：計画性（マネジメントサイクルの確立）

公社等経営の理念・目標・方針などが、各種計画等に反映され、事業

の企画立案、実施、評価、改善が行われているかという、経営マネジメ

ントサイクルの視点

１ マネジメントサイクルの確立

経営計画等の具体的な成果目標とこれまでの評価、事業目標とその実績（付表

２）の評価

（１）多くの事業が県から補助又は委託を受けた医療機器関連産業振興のための事業であ

り、前年と同水準の事業内容を維持できている。

（２）新たに受託した「医療関連産業集積プロジェクト補助金管理業務」については、震

災後の医療福祉機器関連産業振興のための事業の進行管理（４３社）を行うととも

に、開発成果の販路開拓のため各種展示会への出展支援を（１３社）行った。

（３）今後は、いままでの医療機器関連産業振興のための事業に積極的に取り組むととも

に、平成２８年度に開所が予定されている「ふくしま医療機器開発支援センター」

の運営を担えるように人的体制の準備をする。

２ マネジメントサイクルにおける環境変化・住民ニーズの把握方法

（１）国内の医療機器関連産業を取り巻く環境は、薬事法改正や「日本医療研究開発機

構」の設立などめまぐるしく動いている。このような状況に対応するため、評議員

や理事となっている国（経済産業省、厚生労働省）、関係団体（日本医療機器産業

連合会）や学会（日本医療機器学会）との連携を深め、情報の共有を図る。

（２）福島県医療機器産業協議会やメディカルクリエーションふくしまを通して医療機

器関連企業のニーズを把握し、各実施事業や「ふくしま医療機器開発支援センター」

の将来的な運営に反映させる。

視点２：経済性・効率性

事業の収支バランスと採算性・収益性の視点

１ 経営状況（付表３）及び経営分析等（付表４）についての評価

（１）事業実施の結果、約２２，２７７千円の正味財産の増加となった。

（２）財団設立から間がなく、かつ県の医療機器関連産業振興施策を担う団体としての性

格上、収入のほとんどを補助金や委託料が占めている（補助金等依存率９４．１％）。

（３）上記（２）の状況は「ふくしま医療機器開発支援センター」開所まで続くものと予

想される。

（４）「ふくしま医療機器開発支援センター」開所に向けて職員採用や研修を進めており、

人件費比率が増加（３０．８％→５０．８％）している。

２ サービス向上策の評価

医療機器福祉機器研究会の開催、医工連携人材育成セミナーの開催、メディカル

クリエーションふくしまの開催について、メーリングリストを使用した情報提供、Ｈ

Ｐ掲載、関係機関への通知等、周知を徹底した。また、メディカルクリエーションふ

くしまについては、将来の医療機器関連産業を担う人材の発掘のため教育機関へ周知

を行い、専門学校生等の参加を促した。
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〔二次点検評価:左に対する所管部局としての評価〕

視点１：計画性（マネジメントサイクルの確立）

公社等経営の理念・目標・方針などが、各種計画等に反映され、事業

の企画立案、実施、評価、改善が行われているかという、経営マネジメ

ントサイクルの視点

１ マネジメントサイクルの確立

当該法人は、本県の医療関連産業集積を進めるために設立された法人であり、県と一体と

なって各種事業を展開している。

県からの補助又は委託を受けて実施した医療福祉機器産業協議会、メディカルクリエーシ

ョンふくしま、医薬品医療機器等法コンサルテーション、医工連携人材育成セミナーについ

ては、これまでの水準を維持し、かつ、協議会の会員数やメディカルクリエーションふくし

まの出展者数を増加させるなど、本県の医療関連産業集積に寄与している。

また、今年度からは、県内自治体から本県の医療関連産業集積に繋がる新たな委託事業を

受託するなど、財団としての新たな事業展開を見せている。

当該法人は設立３年目であり、中長期的な経営計画等の策定や外部有識者による検証等は

行っていないものの、事業内容については国や医療機器関係団体、学会関係者等で構成され

る評議員会や理事会において検討されている。

現在、中心業務となる予定の「ふくしま医療機器開発支援センター」の運営を担うために

必要となる標準作業手順書の作成や人材の確保・育成など準備を進めているところである

が、今後はセンター開所後の運営を見据え、中長期的な経営計画等の作成を検討していく必

要がある。

２ マネジメントサイクルにおける環境変化・住民ニーズの把握方法

当該法人では、評議員や理事に就任している国や医療機器関係団体、学会関係者を通して、

こうした団体等と連携を深めるとともに、情報の把握につなげている。

また、医療福祉機器産業協議会や医工連携人材育成セミナー、メディカルクリエーション

ふくしまなど、企業等から直接声を聞くことができる事業が多いことから、これらの場を通

して企業や業界のニーズを把握し、今後の事業運営につなげていく必要がある。

視点２：経済性・効率性

事業の収支バランスと採算性・収益性の視点

１ 経営状況（付表３）及び経営分析等（付表４）についての評価

現在の収入は、県からの運営費補助及び委託事業が大部分を占めており、財政基盤の強化
が求められている。こうした中、学会や自治体からの委託事業など自主財源の確保に向けた
取組を拡大させている。
なお、役職員の給与等人件費については県の規程に準じており、職務内容に対して適切な

水準である。
県では、「ふくしま医療機器開発支援センター」開所後の運営を見据え、今後の収支計画

等の作成を支援していく。

２ サービス向上策の評価
各事業の実施に際しては、様々な方法によって周知を徹底することで参加者等の増加につ

なげている。また、教育機関への周知によって専門学校生の参加を促すなど医療関連産業全
体の裾野を広げる活動をしている。

医療福祉機器産業協議会や医工連携人材育成セミナー、メディカルクリエーションふくし

まなど、企業等から直接声を聞くことができる事業が多いことから、これらの場を通してニ

ーズを把握し、今後の事業運営につなげていく必要がある。
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〔一次点検評価：公社等の自己点検〕

視点３：課題への対応状況

共通課題１：東日本大震災からの復旧状況

原子力発電所事故に伴う損失・損害賠償請求の状況

震災後の新設法人のため、特になし。

個別課題

「ふくしま医療機器開発支援センター」の運営を担える体制を整えるため、専門的知識

を有する職員の確保や標準作業手順書等の体制の整備を図る必要がある。
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〔二次点検評価:左に対する所管部局としての評価〕

視点３：課題への対応状況

共通課題１：東日本大震災からの復旧状況

原子力発電所事故に伴う損失・損害賠償請求の状況

震災後の新設法人のため、特になし。

個別課題

「ふくしま医療機器開発支援センター」の運営に向け、専門的知識を有する職員の確保が

必要であるが、職種によっては応募者が少なく、必要とする知識・経験を有する職員の採用

を行うことが困難な場合もあることから、今年度から採用試験の複数回化に取り組んでいる。

今後は、関係機関に対する周知に一層力を入れるとともに、必要に応じて柔軟な採用形態を

検討する必要がある。

標準作業手順書の作成に当たっては、一部外部委託等も含め効率的かつ効果的な作成方法

により作業を進める必要がある。
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公社等の名称

設立根拠法令

設立年月日

代表者職氏名

事務所の所在地

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱﾄﾞﾚｽ

県所管部・課

設立目的

経営理念・目標等

資本金・基本金 22末 23末 24末 25末 26末 27末予定

（単位：千円） 3,000 3,000 3,000

県出資額 3,000 3,000 3,000

（構成比） #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 100.0% 100.0% 100.0%

出資順位 構成比

1

2

3

4

5

主な事業内容
（詳細：付表２）

　医療機器の安全性評価と事業化支援並びに医療従事者への機器研修等を通じ
て、安全で信頼される医療機器の開発及び適正かつ安全な使用の促進を図り、もっ
て医療の安全確保と医療機器産業の発展へ貢献します。

付表１：公社概要

商工労働部産業創出課
医療関連産業集積推進室

郡山市中町３番５号

http://fmdipa.jp

　医療機器に関する安全性評価と事業化支援並びに医療従事者等への研修等を
通じて、安全で信頼される医療機器の開発及び適正かつ安全な使用の促進を図り、
もって医療の安全確保と医療機器産業の発展へ貢献することを目的とする。

一般財団法人ふくしま医療機器産業推進機構

一般社団法人及び一般財団法人に関する法律

平成25年5月1日

理事長　菊地 眞

出資額団体名

２６年度末出資等内訳
（単位：千円）
※県分を除く。

○医療機器産業に関する交流促進及び取引の支援
○医療機器開発に関するコンサルティング
○医療機器に関するプロジェクト管理
○医療機器の安全性に関する情報の収集、整理及び提供
○医療機器産業に関する人材育成
○ふくしま医療機器開発支援センターの運営開始に向けた体制整備

http://fmdipa.jp/
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事業名 継続事業 公益事業

事業内容

目標

事業実績

事業費 22決算 23決算 24決算 25決算 26決算 25/22 26/22

（単位：千円） 1 535 #DIV/0! #DIV/0!

事業名 継続事業 公益事業

事業内容

目標

事業実績

事業費 22決算 23決算 24決算 25決算 26決算 25/22 26/22

（単位：千円） 16,207 26,752 #DIV/0! #DIV/0!

事業名 継続事業 公益事業

事業内容

目標

事業実績

事業費 22決算 23決算 24決算 25決算 26決算 25/22 26/22

（単位：千円） 0 174 #DIV/0! #DIV/0!

実施回数　６回（救急医療・災害医療に関する現場の医師による講演等）
参加者数　延べ３２６名

日　　　時：平成２６年１０月２９日～３０日、１１月２０日～２２日
場　　　所：ビッグパレットふくしま
出展者数：２３２機関
入場者数：３，５０６人
商談件数：２５１件

県内外約３００の企業・団体等に対して医療現場のニーズや医療機器の安全性確保等に関す
る講習を実施する。

付表２：実施事業

3

医薬品医療機器等法コンサルテーション支援

個別企業に対して専門のコンサルによる医薬品医療機器等法の法令的視点からのアドバイス
や薬事戦略的スケジュール作成等の支援を行う。

異業種企業の医療機器産業への参入を促進する。

実施件数：７件

1

県内のものづくり企業等の医療機器関連産業分野への新規参入の促進及び会員間のネット
ワークの形成を図る。

福島県医療福祉機器産業協議会の開催

2

メディカルクリエーションふくしま２０１５の開催

医療機器製造業者等の製品や部品等の展示と医療機器関連企業・医療従事者を対象とした
技術セミナー等を開催する。

医療技術の向上と医療機器産業の発展に貢献できる「医療機器製造・設計ハブ拠点ふくしま」
の形成とPRを図る。
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事業名 継続事業 公益事業

事業内容

目標

事業実績

事業費 22決算 23決算 24決算 25決算 26決算 25/22 26/22

（単位：千円） 6,254 10,477 #DIV/0! #DIV/0!

事業名 継続事業 公益事業

事業内容

目標

事業実績

事業費 22決算 23決算 24決算 25決算 26決算 25/22 26/22

（単位：千円） 1,484 654 #DIV/0! #DIV/0!

事業名 継続事業 公益事業

事業内容

目標

事業実績

事業費 22決算 23決算 24決算 25決算 26決算 25/22 26/22

（単位：千円） 56,089 #DIV/0! #DIV/0!

医療関連産業集積プロジェクト補助金管理業務

２６年度管理件数：４３件
各種展示会への出展支援：1３件

県からの委託を受けて、医療関連産業集積プロジェクト補助金の管理を行う。

医療福祉機器関連産業分野おける企業の製品化・技術の高度化を支援する。

実施回数：２回（６日/１プログラム）
参加者数：２００名
内　　容：医療機器産業の法規制や市場の特徴に関するセミナー、福島県立医科大学見学ほ
か

2

医工連携人材育成セミナーの開催

医療機器（人工関節）に関連するデータの入力及び分析を行う。

異業種企業や医療機器製造業許可取得した事業間もない企業の経営者や責任技術者等に対
し、セミナー開催等のプロクラムを実施する。

医療機器関連産業分野への新規参入の促進と設計開発エンジニアの育成を図る。

ふくしま医療機器関連産業市販後調査事業

症例入力件数：１２，３１３件

3

1

医療機器メーカーによるより安全性の高い医療機器の開発を支援する。
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事業名 新規事業 公益事業

事業内容

目標

事業実績

事業費 22決算 23決算 24決算 25決算 26決算 25/22 26/22

（単位：千円） 0 #DIV/0! #DIV/0!

事業名 新規事業 公益事業

事業内容

目標

事業実績

事業費 22決算 23決算 24決算 25決算 26決算 25/22 26/22

（単位：千円） 0 #DIV/0! #DIV/0!

事業名 新規事業 公益事業

事業内容

目標

事業実績

事業費 22決算 23決算 24決算 25決算 26決算 25/22 26/22

（単位：千円） 0 #DIV/0! #DIV/0!

3

医療機器産業参入への助言・指導

郡山市からの委託を受けて、ものづくり企業の新規参入へ向けた課題の分析・対策等を当市
に対して助言する。特に、各企業の参入状況に応じた助言、研修、技術支援等を実施する。

郡山市のものづくり企業の医療機器産業への参入を促進する。

3

介護支援用ロボット導入モデル事業

県からの委託を受けて、県内介護施設に施設職員の作業を支援する介護支援用ロボットを無
償で貸し出すとともに、ニーズ調査や臨床的評価等を行う。

介護支援用ロボットの普及・利用促進をすることにより、介護支援用ロボット産業の集積を図る。

3

医療施設用ロボット導入モデル事業

県からの委託を受けて、県内医療施設にリハビリテーションを支援する医療ロボットを無償で
貸し出すとともに、ニーズ調査や臨床的評価等を行う。

医療用ロボットの普及・利用促進をすることにより、医療用ロボット産業の集積を図る。
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事業名 新規事業 公益事業

事業内容

目標

事業実績

事業費 22決算 23決算 24決算 25決算 26決算 25/22 26/22

（単位：千円） 0 #DIV/0! #DIV/0!

3

医療トレーニング機器開発促進事業

会津若松市委託を受けて、医療トレーニング施設や同展示会の実地見学等を行い、医療ト
レーニング機器の開発に向けた支援を行う。

会津若松市のものづくり企業の医療機器産業への参入を促進する。

※1　事業名：実施している全ての事業を記載してください。
     （ただし、事務局運営事業など管理運営的な事業は除く。）

※2  目標：事業の目標（原則数値目標、設定されてない場合は定性的な目標）を端的に記載してください。
※3  事業実績：目標に対する実績や事業実施に伴うサービス水準の量の変化等を端的に記載してください。
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22決算 23決算 24決算 25決算 26決算 25/22 26/22

39,047 252,142 - -

39,047 250,891 - -

うち基本財産運用収入 0 1 - -

うち事業収入 8,020 13,067 - -

うち補助金等 31,025 236,105 - -

うち受取寄付金 0 1,700 - -

うち雑収入 2 18 - -

0 1,251 - -

37,796 216,852 - -

うち人件費総額 11,660 110,170 - -

うち人件費総額管理費（除人件費） 6,707 44,739 - -

うち事業費（除人件費） 19,429 61,943 - -

③　当期収支差額
※２ 1,251 34,039 - -

④　次期繰越収支差額
※１ 1,251 22,425 - -

11,553 80,083 - -

流動資産 8,148 74,338 - -

固定資産 3,405 5,745 - -

7,302 53,555 - -

流動負債 6,897 51,912 - -

うち借入金 0 0 - -

固定負債 405 1,643 - -

うち借入金 0 0 - -

4,251 26,528 - -

うち当期増減額 1,251 22,277 - -

●数値入力に当たっての特記事項【新公益法人への移行公社等のみ必要に応じ入力】

《公益法人会計移行後、収支計算書を作成していない公社等》
※１ 「繰越収支差額」には、貸借対照表の「流動資産－流動負債（引当金除く）」を記載する
※２ 「当期収支差額」には、正味財産増減計算書の当期経常増減額を記載する

【例】平成20決算から23年決算の数値は収支計算書、24年決算からは正味財産増減計算書による。

収
支
の
状
況

財
産
の
状
況

区　　　分

当期収入合計

前期繰越収支差額
※１

付表３：経営状況

※　「平成２５年度事業報告書・決算書」及び「平成２６年度事業計画書・予算書」を添付してください。
※　「補助金等」には、補助金・負担金・交付金・委託料を含むものとします。
※　｢収支の状況｣の区分は､新公益法人会計基準への移行等に伴う貴公社等の財務諸表及び勘定科目等に合わせ、
　　適宜修正してください。（上記表の既項目は削除せず空欄のままにし、セルを追加してください）

②　負債

③　正味財産

①　収入

②　支出

①　資産
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22決算 23決算 24決算 25決算 26決算 25/22 26/22

①公益事業比率 100.0% 100.0% - -

支出額計 23,946 94,681 - -

公益事業支出額 23,946 94,681 - -

収益事業支出額 0 0 - -

②直営事業比率 70.5% 73.1% - -

支出額計 23,946 94,681 - -

直営事業支出額 16,878 69,230 - -

再委託事業支出額 7,068 25,451 - -

0.0% 0.0% - -

- -

⑤施設等稼働率 - -

79.5% 94.1% - -

118.1% 143.2% - -

36.6% 56.3% - -

30.8% 50.8% - -

0.0% 0.0% - -

1,943 2,825 - -

6,508 6,433 - -

37.6% 45.6% - -

0.0% 20.0% - -

●数値入力に当たっての特記事項【新公益法人への移行公社等のみ必要に応じ入力】
【例】平成20決算から23年決算の数値は収支計算書、24年決算からは正味財産増減計算書による。

付表４：経営分析

⑧管理費比率
　 （管理費／支出額計）

⑨人件費比率
 　（人件費／支出額計）

⑩借入金依存率
　 （借入金／資産）

③自主事業比率
 　（自主事業／支出額計)

④施設等利用人数
　 （行政客体）

⑥補助金等依存率
 　（補助金額／当期収入合計）

⑦流動比率
　 （流動資産／流動負債）

⑫一人当たりの事業収入
 　（事業収入／総職員）

⑬補助金等に含まれる人件費比率
　 （人件費／補助金等）

⑭事業収入に含まれる人件費比率
　 （人件費／事業収入）

区　　     分

⑪一人当たりの人件費
 　（人件費／総職員）
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（単位：千円）

金額

利率

⑮長期借入金の状況（26年度決算の内訳）

借入先 返済予定目　　　的
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付表５：組織人員体制

１　役職員の状況

22末 23末 24末 25末 26末 27(4/1) 26/22 27/22

常勤役員 0 0 0 0 0 0 - -

プロパー 0 0 0 - -

民間 0 0 0 - -

県ＯＢ 0 0 0 - -

県現職派遣 0 0 0 - -

その他 0 0 0 - -

非常勤役員 0 0 0 9 9 9 - -

民間 7 7 7 - -

県ＯＢ 1 1 1 - -

県現職 1 1 1 - -

その他 0 0 0 - -

0 0 0 9 9 9 - -

常勤職員 0 0 0 3 13 16 - -

プロパー 3 11 14 - -

民間 0 0 0 - -

県ＯＢ 0 0 0 - -

県現職派遣 0 2 2 - -

その他 0 0 0 - -

非常勤職員 0 0 0 4 22 20 - -

嘱託員 1 8 9 - -

臨時職員 3 14 11 - -

人材派遣 0 0 0 - -

その他 0 0 0 - -

0 0 0 7 35 36 - -

２　職員の年齢構成(平成２７年７月１日現在）

～30歳 31～35 36～40 41～45 46～50 51～55 56～60 61～

プロパー

民間

県ＯＢ

県現職派遣 1

その他

合計 0 0 0 0 0 1 0 0

プロパー 2 2 5 2 1 1

民間

県ＯＢ

県現職派遣 1

その他 3 2 5 1 4 4 2 4

合計 5 4 10 3 6 5 2 4

5 4 10 3 6 6 2 4

合　　計

合　　計

(単位：人）

一
般
職
員

職
員

役
員

（
監
事
含
む

）

区分

総計

区　分

※１　役員状況について、別紙２に記載してください。
※２　平成２７年７月１日現在の組織図を添付してください。
※３  役員と職員を兼務する職員については、役員にカウントしてください。

(単位：人）

管
理
職
員
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付表６：県の関与状況

22決算 23決算 24決算 25決算 26決算 27当初 26/21 27/21

0 0 0 24,282 228,035 626,446 - -

19,843 132,119 348,144 - -

- -

- -

4,439 95,916 278,302 - -

- -

- -

- -

- -

0 0 0 2 2 2 - -

0 0 0 0 0 0 - -

県ＯＢ - -

県現職派遣 - -

上記以外の職員 - -

0 0 0 2 2 2 - -

三役 - -

部局長 - -

県ＯＢ 1 1 1 - -

上記以外の職員 1 1 1 - -

0 0 0 0 0 0 - -

- -

- -

- -

0 0 0 1 1 1 - -

1 1 1 - -

- -

0 0 0 0 2 2 - -

1 1 - -

1 1 - -

※１　「財政的関与」については、２５年度決算の内訳を別紙１に記載してください。
※２  「人的関与」について、役員と職員を兼務する職員については、役員にカウントしてください。
※３  「⑧職員派遣」中の「管理職員」及び「一般職員」の「区分」は、県における身分によるものとします。

 このため、「付表５」の「２職員の年齢構成」の内容と一致する必要はありません。

三役

部局長

人
的
関
与

常勤役員

非常勤職員

一般職員

区　　分

①補助金等

②貸付金

③損失補償額（契約額）

財
政
的
関
与

補助金

負担金

交付金

委託料

上記以外の職員

部局長

上記以外の職員

管理職員

⑦評議員就任

⑧職員派遣

指定管理料

④債務保証額（契約額）

⑤役員就任（監事を除く）

⑥監事就任
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名　　　　　　称 26決算額

補助等の目的 （単位：千円）

福島県医療機器産業推進事業費補助金

医療機器の開発・安全対策、事業化支援事業を行う一般財団法人ふくしま
医療機器産業推進機構の運営を支援することにより、医療機器産業の推
進を図る。

うつくしま次世代医療産業集積プロジェクト展示会開催・出展等補助事業
費補助金

医療福祉機器産業に係る展示会を開催することにより、医療福祉機器製
造販売企業と県内の製造企業のマッチングを促進し、医療福祉機器産業
の集積を図る。

補助金額合計 132,119

ふくしまメディカルレジストリーシステム構築事業

安全性の高い医療機器の開発、医療機器に関する知識を有する人材の
育成を図るため、医療機関から提供された医療機器に関するデータ処理
等を行う。

ふくしま医療機器産業ハブ拠点形成事業

医療機器産業ハブ拠点形成を着実に進展させるため、福島医療福祉機器
産業協議会及び医工連携人材育成セミナーの開催及び薬事に関するコン
サルティングを行う。

医療機器関連産業集積プロジェクト補助金管理業務

産業復興を促進するための医療関連産業集積プロジェクト補助金に関し
て、プロジェクトマネージャーの配置、経理処理確認、審査会の開催、展示
会出展等の進行管理を実施した。

委託料額合計 95,916

損失補償額合計 0

債務保証額合計 0

86,513

損失補償額

債務保証額

指定管理料

117,651

14,468

8,033

1,370

区分

補助金

負担金

交付金

委託料

貸付金



16

別紙２ （平成２７年６月末現在）

当初就任日

現任期満了日

H25.5.1

H28年度にかかる評議員会の日

H25.5.1

H28年度にかかる評議員会の日

H25.5.1

H28年度にかかる評議員会の日

H27.5.15

H28年度にかかる評議員会の日

H25.5.1

H28年度にかかる評議員会の日

H25.5.1

H28年度にかかる評議員会の日

H25.5.1

H28年度にかかる評議員会の日

H27.5.15

H28年度にかかる評議員会の日

H25.5.1

H28年度にかかる評議員会の日

役員の状況

監　事

福島県商工労働部
次長（産業振興担当）

3名
以上
１０名
以内
（理事
長含
む）

2名
以内

金澤正晴

安達和久 非常勤

※　「職名」については、常勤役員の場合は現職就任前の職名（元～と記載）を、非常勤役員の場合は、当該公
社等以外の職名（市町村長等）を記載してください。

虷澤力 非常勤
株式会社AGSコンサルティング

代表取締役会長

湯本武夫 非常勤
東北リズム株式会社

代表取締役社長

片桐賢一 非常勤

公益財団法人湯浅報恩会
寿泉堂綜合病院院長

非常勤

牧野善茂 非常勤
公益財団法人

福島県産業振興センター

安原洋 非常勤

会津オリンパス株式会社
技術部長

常務理事

三澤裕 非常勤
一般社団法人

日本医療機器テクノロジー協会
常任委員　産業戦略委員長

理　事

一般社団法人
日本医療機器学会理事長

専務理事

副理事長

職　　名

理事長 1名 菊地眞 非常勤
公益財団法人

医療機器センター理事長

区分 定数 氏　　名
常勤・非常

勤の別
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